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研究成果の概要（和文）：ベトナムのメコン地域では開放政策（ドイモイ）以降、自給的な米作から商業的な果
樹産地へ劇的な転換が起こっている。果樹産地として有名なヴィンキム村は典型的なその一例である。ヴィンキ
ム村のスターアップルは1970年代以降国内で広く消費され、2008年からはグローバル市場にまで輸出されるよう
になった。1980年代半ばまでヴィンキム村の果樹生産は水田の傍ら農家の庭先で細々と栽培する程度であった
が、2000年代以降ベトナムが本格的にグローバルサプライチェーンへ編入されるにつれ，スターアップルを中心
とする果樹栽培への転換が行われ，現在は村内に水田として利用されている農地が全く無くなるに至っている。

研究成果の概要（英文）：Vietnam has drastically experienced the rural transition from subsistence 
rice farming to market-oriented fruit production within a couple of decades after the open-door 
policy (Doi Moi) in 1986. Vinh Kim Commune, a well-known fruit-growing area in Vietnam, is one of 
the typical cases. Star apple produced in Vinh Kim Commune, has been consumed nationwide since the 
1970s and exported to global markets after 2008. Until the mid-1980s, however, the main livelihood 
of farmers in this area had been paddy rice, while star apple was traditionally produced in 
farmers’ home gardens as a byproduct. Along with the introduction of the market economy, the 
farmers converted paddy fields to orchards, especially for star apple growing. At the moment, no 
more paddy fields remain in Vinh Kim Commune. This research aimed to clarify the processes of rural 
transition to fruit-growing areas in Vietnam, focusing on the role of each actor: farmers, 
intermediaries, and the cooperative. 
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
（１）グローバルサプライチェーンによる果樹産地の再編といった従来の一方向的な言説から，ローカルな土地
制度によるグローバルフードシステムへの能動的な結合という，より立体的な構図が解明された。また、グロー
バルな農産物認証制度による小規模生産農家の水平的統合が進んでいることや果樹産地のグローバル化の地域性
が確認できたことは注目に値する。
（２）果樹産地のグローバル化に伴い、ヴィンキム村ではほぼ均一でルーズな村落社会から階層化された機能組
織への変容が確認されたが、フエ省においてはそのような傾向が見られず、ベトナムにおける農村社会の階層分
化は地域性を考慮し慎重に議論する必要があることが示唆された。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

ベトナムは肥沃な土地と気候に恵まれ，南部では三期作も可能で，世界有数のコメ輸出国であ

る。また，南部のメコンデルタは”Rice Basket”と呼ばれ，ベトナムにおけるコメ生産の約 55％，

輸出用米の約 90％を占めている。他方で，果樹の生産も盛んでベトナム果樹生産の約 60％をメ

コンデルタが担っており，2000年代以降は輸出も急速に伸ばしている。 

果樹産地はメコンデルタの中でもティエンジャン省，ベンチェ省，ヴィンロン省およびチャビ

ン省に集中しており，ベトナムの農業構造改革を先導している。これらの各省にはメコン川の支

流が複雑に巡らされ，従来から水上マーケットが発達し果樹の集積地として機能していた地域

が数多く分布している。ベトナムの農業がグローバルサプライチェーンへ編入される以前の果

樹生産と流通は，農家の庭先で副業として栽培され（長，2005），主に水路で運ばれ複雑な仲買

システムを経て周辺の都市部で消費されていた。 

ところが，1986年のドイモイ政策により，市場経済システムが導入され，近年は商業的果樹

栽培に特化する農家・地域が急速に増えている。その結果，現在ベトナムで生産される果樹の大

半は，果樹専業農家の手で生産され，専門的な仲買人により陸路で全国に運ばれ消費されており，

さらにその一部は中国や欧米を中心とする先進国へ輸出されている。こうした変化は地元の新

聞からも確認され，国際的な農産物認証制度である Global GAP の認証を取得し海外への輸出

を専門とする果樹農家・合作社や企業化した仲買人の成功談も珍しいことではなくなっている。 

本研究では，このようなベトナムにおける果樹産地の形成過程を近年のグローバル化に注目

しつつ時空間的に分析し，各時期における産地形成の要因を明らかにする。また，近年の果樹産

地のグローバルサプライチェーンへの編入に伴う農村地域社会の変容を，フィールドワークを

通じて近年のベトナムにおける農業・農村政策と関連付けながら解明する。果樹産地の形成過程

の時間軸はベトナム統一後の 1975年から現在までとし，研究対象地域は果樹生産が盛んなメコ

ンデルタの各省やラムドン省等の果樹産地を行政村レベルで選定する。 

 

２．研究の目的 

ドイモイ（刷新）政策以降，ベトナムは目まぐるしい変化を遂げている。特に 2000年代以降

は農村部の変化が凄まじい。零細なモノカルチャー的な米作から農業の多角化が進展し，近年は

グローバルマーケット向けに商業的果樹栽培に特化する農家・地域も急速に増えている。ベトナ

ムへの関心が高まるにつれ，日本でも少なからぬ研究がなされてきたが，近年のベトナム農業農

村の変化を扱った地理学分野の研究は管見の限りほとんど見当たらない。。そこで本研究では，

ベトナムにおける農業・農村の劇的な変化を先導している地域を事例として取り上げ，伝統的な

米作中心の農業構造を根本的に変えている果樹産地のグローバル化に注目し，その形成過程と

それに伴う農村地域社会の変容を明らかにすることを目的とする。 

 

３．研究の方法 

本研究では，ベトナムにおける果樹産地の形成過程に明らかにするため，①ベトナム全国およ

びメコンデルタの果樹生産高と輸出額等についての時空間的な定量分析と，②調査候補地であ

るティエンジャン省・チャウタン郡・ヴィンキム村における果樹産地の形成過程と地域社会の変

容に関する現地調査を行った。また，上記の結果を，事例地域の特殊性とメコンデルタ全般の一

般的な現象・傾向とに分けて比較分析し，ベトナムの農業・農村がグローバルサプライチェーン

に組み込まれる過程でローカルな土地制度が果たした役割に関する汎用性の高い結論を導く。 



 

４．研究成果 

 本研究課題の 2 年目の後半から新型コロナウイルスの影響で当初予定していた現地調査を実

施できない状況が続いていた。その後も少なからぬ制約が続いたが、期間延長しできる限りの現

地調査を行った。それらの現地調査から明らかになった知見を整理すると以下のとおりである。 

（１）農業の多角的と複合的農業システムへの転換 

メコンデルタを中心とする一部の地域では農業をめぐる社会経済条件の変化と米作農業自体

の高度化・集約化の進展に伴って，米単一から米作をベースにしながら米以外の多様な作物や他

の農業部門を加味した多角的・複合的農業システムへの転換が急速に進展していることが確認

された。中でも注目に値するのは，メコンデルタの農家は 1990 年代後半から徐々に果樹栽培面

積が増加させてきたが，それを担ってきたのは小規模農家であり，彼らは稲作と果樹栽培を並行

し収入機会を多角化するのではなく，果樹栽培へのドラステックな転換を進めてきたことであ

る。 

（２）ヴィンキム村における果樹産地の形成過程 

研究対象地位であるティエンジャン省チャウタン郡ヴィンキム村ではかつては自給的な水田

農業が営まれていたが，1980 年代半ば以降スターアップルを中心とする果樹栽培への転換が行

われ，現在は村内に水田として利用されている農地が全く無くなるに至っている。また，ヴィン

キム村は果樹流通の集積地としても機能しているが，その背景には運河などの自然環境のもた

らす立地条件の優位性に加え，仲買人の増加による分業化の進展も果樹産地形成に大いに貢献

していることが明らかとなった。  

また，このような果樹生産集積地が比較的短期間に形成された要因としては，世帯当たりの水

田面積が小さく生活に必要な収入を得るためには果樹生産へ転換せざるを得なかったという自

然環境的な要因のほかにも，1980 年代以降に大消費地（ホーチミン市）への陸路でのアクセス

が可能であったことや仲買人による分業化が市場システムの構築へとつながったことが挙げら

れる。 

一方、ヴィンキム村のスターアップルは全国的な知名度を持っているにもかかわらず、サプラ

イチェーンの未成熟により、消費地では他地域のスターアップルと混じってしまい，知名度の優

位性が十分に発揮できない状況であった。また、ヴィンキム村のスターアップル生産農家の多く

は認証制度（VietGAP など）を受けているが，独自のサプライチェーンが構築されておらず，認

証制度のメリットも実現されていないという課題も確認された。 

さらに，ヴィンキム村における果樹産地の形成過程を土地制度と関連付けながら時系列的に

みると，次のようになる。すなわち，ベトナム統一以前は，ヴィンキム村では農家の庭先で栽培

された果物が水路ネットワークの結節地に集められ，自然発生的に果樹野菜の集積地が形成さ

れた。また、1980 年代半ばまでの教祖的な社会主義下の集団農場（合作社）時代には配給制の

導入とともに市場が閉鎖され，全体的に果樹生産が後退した。ところが，1986 年のドイモイ政

策により合作社が解体され農地の再配分がなされると，伝統的な果樹集積地を中心に水田の果

樹園への転換が起こった。これは，ドイモイ政策により配給制度が廃止され市場が復活し果樹の

需要が急増したこともあるが，合作社時代の経験から再び農地を取り上げられることを恐れた

農家の自己防衛的な行動の結果であったと考えられる。農家の庭先と見なされた果樹園はドイ

モイ政策以前も合作社に取り上げられることがなかったからである。つまり，合作社の解体と農

地の再配分が行われた時期は，土地法の改正(1993)以前であり，土地に対する個人の権利が不明

確であった。その結果，従来からの果樹集積地を中心に，農家の余剰農産物としての果樹流通か



ら商業的な果樹生産・流通へと農業構造の転換がみられた。さらに，2000 年代以降は,ベトナム

の本格的なグローバルサプライチェーンへの編入につれ，メコンデルタの果樹産地も国際的な

農産物認証制度を導入し海外への輸出を本格化するなど，果樹産地のグローバル化が急速に進

展している。 

（３）グローバルな農産物認証制度による農家の再組織化 

ベトナムでは果樹産地のグローバルサプライチェーンへの編入に伴い，農産物認証制度によ

る農家の再組織化が進んでいる。特に，果樹農家の再組織化には仲買人との社会的関係が重要な

役割を果たすことが確認された。すなわち、農産物認証制度に参画するためには生産圃場の認証

を受ける必要があるが，そのコストが小規模農家には参入障壁となる。そこで，農産物認証制度

を利用し新たなビジネスチャンスを見出そうとする仲買人が従来からの取引のある農家に認証

を受けるための費用を支援したり，政府の補助金をあっせんしたりして小規模農家を再組織化

する。要するに、ベトナムにおいては，農産物認証制度の普及には，政府の技術的なサポートよ

りも果樹生産地の仲買人を核とする社会的関係がより決定的な役割を担うことが明らかとなっ

た。 
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